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○ Ｊ－クレジット制度は、温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして認証する制度です（農林水産省・経済産業省・環境省
が運営）。

○ 本制度により、民間企業・自治体等の省エネ・低炭素投資等を促進し、クレジットの活用で国内の資金循環を促すことで環境と経済
の両立を目指しています。

■「バイオ炭の農地施用」
・ベースライン排出量（対策を実施しなかった場合の
想定CO₂排出量）とプロジェクト実施後排出量との
差である排出削減量を「Ｊ－クレジット」として認証
・創出されたクレジットは、売却、経団連カーボンニュー
トラル行動計画の目標達成、カーボン・オフセットなど、
様々な用途に活用可能
・クレジットの販売方法は、相対やカーボン・クレジット市
場、仲介事業者を通した取引などによって販売

・2020年９月、「バイオ炭の農地施用」を対象
とした方法論が策定。
・本方法論は、バイオ炭を農地土壌へ施用する
ことで、難分解性の炭素を土壌に貯留する活
動を対象。

適用条件

条件1
バイオ炭を、農地法第２条に定める
「農地」又は「採草放牧地」におけ
る鉱質の土壌に施用すること。

条件2
燃焼しない水準に管理された酸素濃
度の下、350℃超の温度で焼成されて
いること。

条件3 バイオ炭の原料として木材を使用す
る場合、国内産のものであること。

条件4

バイオ炭の原料は、未利用の間伐材
など他に利用用途がないものである
こと。（燃料用炭の副生物も条件を
満たす）

条件5 バイオ炭の原料には、塗料、接着剤
等が含まれていないこと。

条件6
プロジェクト実施にあたり、環境社
会配慮を行い持続可能性を確保する
こと。

登録承認時期 プロジェクト実施者 登録承認時期 プロジェクト実施者

2022年1月 （一社）日本クルベジ協会 2025年1月 株式会社Chem. Eng. Lab.

2023年6月 株式会社TOWING 2025年1月 大山乳業農業協同組合

2024年1月 株式会社未来創造部 2025年1月 シンコムアグリテック

2024年1月 NTTコミュニケーションズ株式会社 2025年1月 株式会社KCL

2024年3月 株式会社フェイガー

■「バイオ炭の農地施用」のプロジェクト登録状況（2025年2月末時点）

創
出
し
た

ク
レ
ジ
ッ
ト
を
販
売

農協、協議会、営農資材の販売企業
等が会員（参加者）を集め、実施計
画を記載したプロジェクトを登録する。

プロジェクト登録

実際に排出削減・吸収活動を行い、
証拠となるデータをモニタリング報告
書にまとめて提出し、認証を受ける。

クレジット認証

○取組の流れ（プログラム型）

○クレジット認証の考え方
■Ｊ－クレジット制度の仕組み
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■バイオ炭の炭素貯留量の算定式

炭素貯留量 ＝ プロジェクト実施後のCO₂貯留量 － プロジェクト実施によるCO₂排出量

土壌に投入されたバイオ炭の量（t）×炭素含有率 ×100年後の炭素残存率*1 ×44/12 バイオ炭原料やバイオ炭の運搬等により排出されるCO₂

分類 種類/原料※1 炭素含有率 100年後の
炭素残存率

インベントリ報告書
算定対象のバイオ炭

白炭

0.77 0.89黒炭
オガ炭
粉炭 0.80
竹炭 0.778 0.65

自家製造品等
その他のバイオ炭※2

家畜ふん尿由来 0.38（熱分解）/0.09（ガス化）

0.65

木材由来 0.77（熱分解）/0.52（ガス化）
草本由来 0.65（熱分解）/0.28（ガス化）

もみ殻・稲わら由来 0.49（熱分解）/0.13（ガス化）
木の実由来 0.74（熱分解）/0.40（ガス化）

製紙汚泥・下水汚泥由来 0.35（熱分解）/0.07（ガス化）

■バイオ炭の種類ごとに参照する「炭素含有率」と「100年後の炭素残存率」

*1：投入後100年間に分解・排出される炭素量をあらかじめ差し引くもの

※1：複数の種類のバイオ炭が混在している場合には、最も小さい値を使用する。
※2：インベントリ報告書の算定対象である種類のバイオ炭であっても、必要な証跡が揃っていない場合、又はバイオ炭の種類を特定できる情報が取得できない場合はこちらを参照。
（出所）「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2023 年 4 月」、「2019年改良IPCCガイドライン Table 4Ap.1, 4Ap.2」

※ベースラインのCO₂貯留量は、
農地にバイオ炭が施用されなかった場合の貯留量０とする。
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データに基づく土づくりの推進
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温室効果ガスの排出状況の把握・評価手法の高度化
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